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資料３ 

 

平成２９年度「高校生のための学びの基礎診断」に関する試行調査・研究事業の 

公募結果について 

 

１．実施日程等 

原則として平成３０年１月中（対象校と日程調整の上設定する） 

 

２．試行調査の対象 

【継続団体】                  【新規団体】 

 団  体 実践研究校 

1 北海道教育委員会 札幌英藍高等学校 

2 山形県教育委員会 庄内総合高等学校 

3 石川県教育委員会 松任高等学校 

4 静岡県教育委員会 熱海高等学校 

5 滋賀県教育委員会 玉川高等学校 

6 大阪府教育委員会 
大阪府教育センター

附属高等学校 

7 兵庫県教育委員会 
柏原高等学校 

姫路南高等学校 

8 島根県教育委員会 出雲農林高校 

9 岡山県教育委員会 
林野高等学校 

岡山工業高等学校 

10 福岡県教育委員会 朝倉東高等学校 

合計 12 校 

 

３．委託事業者 

調査

対象 
事業 

本体調査 アンケート調査（共通） 

教科等 受託事業者 受託事業者 

継続

団体 
Ａ 国語・数学・英語 ㈱ベネッセコーポレーション 

㈱ベネッセコーポレーション 

新規

団体 

Ｂ 国語 ㈱ベネッセコーポレーション 

Ｃ 数学 ㈱教育測定研究所 

Ｄ 英語 公益財団法人日本英語検定協会 

Ｅ 
国語・数学・英語 

（ＣＢＴ調査） 
㈱内田洋行 

※原則として、実践研究校の第１・第２学年の全学級を対象とする。 

ただし、事業ＥのＣＢＴ調査については、第１・第２学年の各１学級を対象とする。 

※各事業の受託事業者は、「アンケート調査（共通）」とは別に、受託した本体調査に関する「事後アンケート

調査」を実施する。 

 

 

 団  体 実践研究校 

1 千葉県教育委員会 船橋法典高等学校 

2 山梨県教育委員会 
市川高等学校 

富士北稜高等学校 

3 岐阜県教育委員会 海津明誠高等学校 

4 三重県教育委員会 菰野高等学校 

5 奈良県教育委員会 榛生昇陽高等学校 

6 高知県教育委員会 高知丸の内高等学校 

7 学校法人文理開成学園 文理開成高等学校 

合計 8 校 
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４．本体調査における出題の枠組み 

各事業者の企画提案書・事業計画書等に基づき作成（今後、変更が生じる場合がある）。 

事

業 

教

科 
範囲 

想定解

答時間 
出題内容 

Ａ 国

語 

国語総合 

※義務教育段

階の内容を含

める 

５０分 書くこと ・課題解決型問題（想定された場面において相手や目的

に応じて適切に表現する）など 

・与えられた情報をもとに論理構成を考えてまとめるな

ど 40 字程度や 80 字程度などの記述式（一部選択式を

含む） 

・20 字程度の見出しにまとめる、与えられた条件に沿っ

て 120 字程度で自分の考えを書くなどの記述式（一部

選択式を含む） 

統合的応

用問題 

・社会生活とのつながりを意識した設定において、高校

生に求められる基礎的な国語の能力を確認する問題 

・テクストの全体又は部分を把握、精査・解釈して解答

する問題（記述式、一部選択式含む） 

数

学 

数学Ⅰ 

※義務教育段

階の内容を含

める 

５０分 数学に関する基礎的な知識・技能を活用して解く問題⇒「数と式」、

「関数」、「図形」、「データの分析」 

（記述式。数値のみを答える問題や選択式も一部含む） 

統合的応

用問題 

数学と生活を関連づけ、数学的方法によって課題を解決

する場面を設定し、高校生に求められる数学の基礎的な

能力を確認する問題（記述式。数値のみを答える問題や

選択式も一部含む） 

英

語 

コミュニケー

ション英語Ⅰ 

※義務教育段

階の内容を含

める 

（レベル：CEFR 

A1～A2） 

 

 

６５分 聞くこと 

（16 分） 

イラスト説明問題、会話応答問題、要点理解問題、課題

解決型問題など（すべて選択式） 

※リスニングＣＤによる実施を想定。 

読むこと 

（24 分） 

情報検索・概要把握問題、要点理解問題、課題解決型問

題など（すべて選択式） 

書くこと 

（10 分） 

状況描写問題、意見陳述型問題など（すべて記述式） 

話すこと 

（15 分）* 

応答問題、音読問題、意見陳述型問題など（すべて口述

式） 

※タブレットを用いたＣＢＴ形式とする。 

* 英語（話すこと）の 15 分は、解答の準備等を含めた実施時間。実際に受検者が英語に向き合う時間は 10 分

程度を想定。 
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事

業 

教

科 
範囲 

想定解

答時間 
出題内容 

Ｂ 国

語 

国語総合 

※義務教育段

階の内容を含

める 

５０分 書くこと ・課題解決型問題（想定された場面において相手や目的

に応じて適切に表現する）など 

・与えられた情報をもとに論理構成を考えてまとめるな

ど 40 字程度や 80 字程度などの記述式（一部選択式を

含む） 

・20 字程度の見出しにまとめる、与えられた条件に沿っ

て 120 字程度で自分の考えを書くなどの記述式（一部

選択式を含む） 

統合的応

用問題 

・社会生活とのつながりを意識した設定において、高校

生に求められる基礎的な国語の能力を確認する問題 

・テクストの全体又は部分を把握、精査・解釈して解答

する問題（記述式、一部選択式含む） 

 

事

業 

教

科 
範囲 

想定解

答時間 
出題内容 

Ｃ 数

学 

数学Ⅰ 

※義務教育段

階の内容を含

める 

５０分 数学に関する基礎的な知識・技能を活用して解く問題⇒「数と式」、

「図形と計量」、「二次関数」、「データの分析」の内容について活用す

る問題（解答は記述式。必要に応じて選択式も一部含む） 

統合的応

用問題 

数学と生活を関連づけ、数学的方法によって課題を解決

する場面を設定し、高校生に求められる数学の基礎的な

能力を確認する問題（解答は記述式。必要に応じて選択

式も一部含む） 

 

事

業 

教

科 
範囲 

想定解

答時間 
出題内容 

Ｄ 英

語 

コミュニケー

ション英語Ⅰ 

※義務教育段

階の内容を含

める 

（ＣＥＦＲの

Ａ１～Ａ２レ

ベルを目安） 

 

 

７０分 聞くこと 

（15 分） 

多肢選択式 

※リスニングＣＤによる実施を想定。 

読むこと 

（20 分） 

多肢選択式 

書くこと 

（15 分） 

記述式 

話すこと 

（20 分） 

予め録音された質問に対して解答をデジタル端末機に

吹き込むＣＢＴ方式 

※実践研究校に設置されたＰＣの利用及び委託事業者

から実践研究校へのＰＣ（タブレット端末を含む）の

貸与を検討する。 
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事

業 

教

科 
範囲 

想定解

答時間 
出題内容 解答方式 

Ｅ 国

語 

 

国語総合

を上限 

５０分 「知識・技能」

を問う問題（約

７割）、 

「思考力・判断

力・表現力等」

を問う問題（約

３割） 

を目安に作問 

 

※義務教育段

階の内容を含

める 

・「話すこと・聞くこと」 

⇒【大問 1題（設問 2～3程度）】 

・「書くこと」 

⇒【大問 1題（設問 2～3程度）】 

・「読むこと」 

⇒【大問 2題（設問 5～6程度）】 

・「伝統的な言語文化と国語の特質

に関する事項」⇒【設問 6題】 

・「統合的応用問題」 

⇒【大問 1題（設問 2～3程度）】 

※設問レベルで計 20 題を上限 

ＣＢＴ方式により、

選択式、記述式から

必要な方法で出題 

 

 

数

学 

数学Ⅰを

上限 

５０分 ・基礎的な知識・技能について確認

する問題⇒【10 問程度】 

・数学に関する基礎的な知識・技能

を活用して解く問題⇒【4 問程

度】 

・統合的応用問題⇒【1問程度】 

を目安に出題 

英

語 

コミュニ

ケーショ

ン英語Ⅰ

を上限 

５０分 「聞くこと」、「読むこと」、「書くこと」の３技能を調

査対象とする。 

（ＣＥＦＲのＡ１～Ａ２レベルを目安） 

※義務教育段階の内容を含める 

※ＣＢＴ方式調査においては、実践研究校のコンピュータ教室等のＰＣを用いて、同校のインターネット環境

等を踏まえて、オンライン又はＵＳＢメモリ等の外部記憶媒体を用いた方法を試行する。 

 

５．本体調査問題の難易度及び作成セット数 

問題レベル 
事業ごとの作問数  

事業Ａ～Ｄ 事業Ｅ（ＣＢＴ調査） 

高等学校段階の内容を中心とした問題セット（標準レベル） ３セット １セット 

義務教育段階の内容を半数程度盛り込んだ問題セット（基本レベル） ３セット １セット 

※実践研究校は、学校ごとにいずれか一つの問題レベルを選択のうえ受検する。 

 

６．アンケート調査 

アンケートの種類 対象 概要 アンケートの形式 備考 

①アンケート調査 

（共通） 

生徒 生徒の学校内外での学習状況、

生活の諸側面等 

紙（マークシート等） アンケート項目は平

成 28 年度試行調査と

同様もしくはこれを

ベースに検討 
学校 生徒の状況、学校での授業・補習

等の指導状況、ＰＤＣＡサイク

ルの具体的な取組状況等 

紙（紙もしくは、web

上での入力を検討） 

②本体調査に関す

る事後アンケート

調査 

生徒 問題の難易度、解答時間の適否、

感想等 

紙（記述以外はマー

クシート等） 

アンケート項目は本

体調査に対応した教

科について、受託事業

者が作成 

  

学校 問題の内容等に関する所見等 紙（事業者によって

は、紙もしくは、web

上での入力を検討） 

※各受託事業者においては、アンケート調査に加えて、一部の学校を抽出の上、同校教員及び生徒の協力を得

てインタビューを行うことにより、調査の充実を図る予定。 


